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違法伐採総合対策推進協議会証明方法検討部会設置要領 

 
１ 目的 

政府がグリーン購入法に基づき木材・木材製品に合法証明等を求める措置を

導入したことに伴い、業界団体、事業者においては、林野庁ガイドラインに示

された証明方法を参照しつつ合法証明等に取り組むことになると考えられるが、

本部会においては、これに関する業界団体、事業者の取組状況等に関する調査、

検証結果も踏まえつつ、証明方法のあり方（ガイドライン）について検討を行

うことを目的とする。 
 
２ 構成員 

林野庁ガイドラインの検討等に関係した林業、木材関係の業界団体及び環境

NGO、並びに学識経験者から全国木材組合連合会会長が委嘱する。（別紙） 
 
３ 検討事項 
（１）証明方法のあり方（ガイドライン）に関すること 
（２）その他上記の検討に関連する事項 
 
４ 座長 
（１）証明方法検討部会に会を代表する座長をおく。 
（２）座長は全国木材組合連合会会長が指名する。 
 
５ 事務局 
事務局は全国木材組合連合会におく。 

 
６ 情報の公開 
検討結果の概要を全国木材組合連合会のホームページにおいて公表する。 
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                                                （五十音順）

氏名 所属・役職 

近江 克幸 日本合板工業組合連合会（専務理事） 

大橋 泰啓 日本木材輸入協会（専務理事） 

柿澤 宏昭 北海道大学農学部（教授） 

上河  潔 日本製紙連合会（常務理事） 

絹川  明 日本林業経営者協会（専務理事） 

木下 紀喜 全国森林組合連合会（副会長） 
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後藤 武夫 全日本木材市場連盟（専務理事） 

後藤 隆一 全国木材組合連合会（副会長） 

小浜 崇宏 熱帯林行動ネットワーク（事務局長代行） 

坂本 有希 地球・人間環境フォーラム（フェアウッド・キャンペーン担当） 

佐々木 巌 全国素材生産業協同組合連合会（専務理事） 

杉原 昌樹 日本林業同友会（専務理事） 

藤間  剛 森林総合研究所（国際研究推進室長） 

中川 清郎 日本林業協会（専務理事） 

中澤 健一 

永田  信 

ＦｏＥジャパン（森林担当） 

東京大学大学院農学生命科学研究科（教授） 

橋本 務太 ＷＷＦジャパン（森林担当） 
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